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概要
ICT を活用して地域の俯瞰・網羅的な交通状況や CO2排出状況などを地域市民に実感しやすく表現した「生活活動情報」

を生成・提示することで、環境に配慮した交通行動を促す社会システムを実用化した。持続的な交通情報収集、時空間融

合データベース、補間シミュレーション、可視化等の各技術を確立してシステムを構成し、千葉県柏市において実証実験

を行った結果、目標である CO2排出 8%削減の達成可能性を確認した。 

１．まえがき
道路交通からの CO2排出量は全体の 20%弱を占めてお

り、その削減が急務である。環境対応車両の開発や低環境

負荷経路の算出に関する研究も盛んであるが、車両単独や

運転中を対象とした施策のみでは効果は限定的であり、運

転者以外も含めた一般市民が移動前から環境意識を高め、

移動の仕方を工夫するような仕組みが必要である。

本研究ではこのような観点から、ICT を活用して地域の

交通状況、CO2排出状況などを理解しやすい形に加工した

「生活活動情報」として地域市民に日常的に提示し、環境

に配慮した交通行動を取るように促す社会的なフィード

バックシステムを実用化し、評価を行う。

２．研究開発内容及び成果
交通状況や CO2排出に関する情報は、(1)収集、(2)統合・

加工、(3)配信の 3 段階を経て地域市民に提供される。こ

れにより市民に「気づき」を与え、低燃費走行の実践、経

路や出発時刻の変更、公共交通の利用、エコドライブ機器

の装着や環境対応車への買い換えなど、環境負荷の低い交

通行動を促す。本研究全体の概念図を図 1 に示す。 
(1) 収集段階においては、既設の監視カメラ、ナンバプ

レートセンサ、車両感知器、バスロケーション、プローブ

車、路上全周囲画像（ライブシチュエーション画像）など

を活用して交通状況を観測し、画像処理技術により地域内

各地点の交通量・走行速度などを取得する。

(2) 統合・加工段階においては、(1)のデータをナウキャ

ストシミュレーション技術により補間推計し、特定時刻・

地点の情報から地域全体の情報に変換する。CO2の排出量

はここで推定した交通流の平均速度と車種情報から換算

により求められる。これらのデータは共通のデータベース

（時空間融合交通情報基盤）により一元的に管理される。 
(3) 配信段階においては、(2)で生成した情報を可視化し、

CO2排出状況、目標値との差、履歴、解説などが Web を

通じて地域市民に提示される（図 2）。後述の実験参加者 
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図 1 本研究の全体概念図 

図 2 一般市民向け生活活動情報 Web サイト 
およびモニタ市民向けスマートフォンアプリ
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には、目的地や出発時刻などに応じて CO2排出量の少な

い経路や交通手段を提示し、到着後には移動履歴や他の経

路・手段を選択した場合の削減効果、車を利用した場合は

エコドライブ診断結果などを提示するスマートフォンア

プリが提供される。

本研究で開発したシステムによる行動変容効果を計測

するため、柏市及び周辺 7 市（実験対象地域）居住者から

131 名のモニタを募り、2013 年 9 月 1 日～12 月 6 日に実

証実験を行った。モニタには、スマートフォン及びパソコ

ンで生活活動情報を閲覧し、実験専用のアプリを利用して、

移動時の目的地や移動方法、移動目的等と、スマートフォ

ンの GPS 機能により計測した移動経路データを送信して

もらった。また、実験期間の後半 1 ヶ月には、インセンテ

ィブ付与による行動変容を把握するため、自身の CO2削

減量に応じてポイントを得られる仕組みを導入した。ポイ

ント付与レートは、モニタを 2 群に分け、2 種類（0.05
円/g-CO2（インセンティブ低）及び 0.10 円/g-CO2（イン

センティブ高））設定した。

実験対象地域全体での CO2削減効果の算出には、交通

シミュレーション（交通 SIM）を使用した。対象とした

行動変容は、公共交通利用、エコルート選択、エコドライ

ブの 3 種類である。交通 SIM の入力データである行動変

容割合は、実証実験とは別に実施した約 1,000 人を対象と

する Web アンケート結果をベースに、それを実証実験の

結果で補正することで、リアリティの高い行動変容割合を

算出し用いた。この結果（ケース①）に加え、将来の実用

化を見据えて、実験モニタに付与した謝礼によるバイアス

や実験終了後の行動変容の持続性（ケース②）、アプリの

操作性改善等の今後のサービスレベル向上（ケース③）と

いった本システムの受容性を考慮した評価も実施した。

上記方法で算出した結果より、ケース①では、インセン

ティブの有無に関わらず、10％以上の削減効果が見込ま

れ、削減目標の8％に到達している。また、ケース②、③

では、インセンティブを付与することで、目標を達成でき

る可能性を確認した。ここで、インセンティブ付与による

コストを踏まえると、費用対効果の観点では、ケース②、

③でインセンティブを付与して目標達成する場合よりも、

ケース②の情報提供のみの場合が、目標には到達しないが、

費用対効果が約47と非常に大きい結果となった（図3）。 
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図 3 社会実験の結果 

３．今後の研究開発成果の展開及び波及効果創出へ

の取り組み
今回開発した技術の中核をなすナウキャストシミュレ

ーションは、ある施策を実施した場合の効果を継続的にモ

ニタリングする技術であると同時に、仮に現在の状況にお

いて、将来に実施が想定される施策を実施した場合の効果

を予測する（フォアキャスト）技術でもある。このような

効果を定量化する技術は様々な施策に必須のものであり、

大規模災害発生時の交通状況把握のために利用し、効率的

な避難指示の実現に役立てることで地域の安全に貢献す

ることを目指した「DOMINGO プロジェクト」でも利用

されている。

また、本システムの基幹部分はすべてクラウド上で実現

されるため、他地域への水平展開も推進しやすく、特に今

後も交通量や CO2の排出量の増加が続くと見込まれるア

ジア諸国を含む海外へも国際的な展開が期待できる。環境

改善効果の評価ツールとして、CO2排出権クレジットを活

用した日本の ITS 技術の海外展開を促進することで、経

済活性化に貢献することにも取り組む。具体的には、経済

産業省や環境省が取り組む二国間排出権取引制度への適

用を目指している。

研究期間終了後も開発したシステムやサービスを運

用・展開するための組織として、「ITS 地域研究センター」

を立案し、ねらい、ロードマップ、事業の方向、運営体制

などを整理した。当面は大学（東京大学次世代モビリティ

研究センター）および地域自治体（柏市）が受け皿として、

ITS 地域研究センター運営のリーダーシップを担い、柏の

葉キャンパス駅前に設置された「東大フューチャーセンタ

ー」内で、地域の情報拠点確立、並びに地域のステークホ

ルダとの連携を行うこととした。

４．むすび

地域の交通状況を一般市民向けに見える化し、交通行動

変容を促すことで道路交通からの CO2排出削減を目指す

仕組みを構築し、その効果を確認した。また、今後も継続

的に開発したシステムを運用・展開する体制を整理した。 
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